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｢貯蓄から投資へ｣から｢資産運用立国｣ 

インフレ時代の資産形成！ 

Z世代が変えていく投資の常識？ 
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 日経平均株価が先月27日、史上初の5万円

台に乗せました。｢貯蓄から投資へ」のスロー

ガンが叫ばれて久しいのですが、インフレと株

高を追い風に、資産形成に向けて個人投資家の

意識や投資スタイルに変化が見えてきました。 

●タンス預金が13兆円も減少！ 

  9月に日銀が発表した「資金循環統計(2025
年4～6月期)」によると、25年6月末での家計
の保有預金や株式･保険などの金融資産は前年
同期比で1％増の2,239兆円に。株価の上昇や
NISA（少額投資非課税制度）の普及などが追
い風となり、過去最高を更新しました。 

●投信､株価上昇で過去最高に 

日本の家計金融資産 

●タンス預金、減少の原因は 

 

●発行残高の半分がタンス預金？ 

  24年から減少局面に入ったのはい
くつかの要因があるようです。 
①金利の上昇 
 24年3月に日銀がマイナス金利政策を解除し 
 「金利のある世界」が復活。定期預金や個人向 
 け国債などに資金を移す人が増えた。 
②物価高の進行 
  消費者物価指数が前年同月比で8ヵ月連続で3% 
  を超え、タンス預金を生活費に充てるケースも｡  
  インフレが進むと現金の価値が低下するので、  

  ＜現金･預金は18年半ぶりの減少＞ 
 現金･預金は前年同期比0.1％減の1,126兆円
で、マイナスの伸び率は18年半ぶりのこと。 
 キャッシュレス化の進展に加え、他の金融商
品(投資信託や個人向け国債など)に資金がシフ
トしたため。 

 現金を自宅の金庫などに保管する「タンス預
金」が今年7月時点で約47兆円になったと
か。長く続く低金利により、23年1月には過
去最大規模の60兆円まで膨らんでいました。 

 ＜超低金利で、預けても利息つかない⁉＞ 
 タンス預金は2000年代初めから急増して、
03年には30兆円規模に。バブル崩壊後の金融
システム不安が消費者心理に影響を与え、手元
に現金を抱える人が増え、また長く続いた低金
利環境も拍車をかけた。日銀が16年にマイナ
ス金利政策を導入した結果、利息がわずかなの
で自宅に現金を保管する動きが広まった。 

＜タンス預金は減少局面に＞ 
資料：日本経済新聞 

（注）第一生命経済研究所の熊野氏が試算。1万円札の流通  
 枚数は日銀統計から引用。各年3月時点、25年のみ7月時点 

  日銀は、試算により、紙幣の発行残高の半分
程度がタンス預金などの非取引需要が占めてい
る可能性があると判断。24年度の発行残高(金
額ベース、約118兆円)から推測すると、タン
ス預金は約60兆円規模とみていました。 

47兆円 
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｢資産運用立国｣への道 

●投資に向けない家計資産！ 

●毎月の投資額10万円？ 

 タンスに眠っていたお金が社会情勢の変化に
よって動き出し、預金や消費、投資にどれだけ
回るかが今後の経済成長のカギを握ります。 

 1997年の橋本内閣の｢金融ビッグバン｣で
株式手数料が自由化に。｢貯蓄から投資へ」
が国のスローガンとして世に出たのは、01
年小泉内閣の｢骨太の方針｣です。 

 今年7月、新事業年度に合わせて金融庁に
｢資産運用課｣が発足。同庁が統廃合を伴わな
い課を新設するのは2000年の発足以来初め
て。金利が上昇し、貯蓄から投資への流れの
加速は急務で、岸田前々政権は｢資産運用立
国｣を主要政策に位置付けていました。 

●金融庁「資産運用課」を新設！ 

  ｢現金を手元に置いておくだけでは損する」と株 
  式や投資信託や金資産に換える動きも活発に。 
③新紙幣の発行 
  昨年7月に新札が発行されたことも一因。旧札  
  は今後も使用できますが、｢いつか使えなくなる 
  のでは」との不安から金融機関に預ける人も。 
④強盗リスクを意識 
  近年発生した広域強盗事件で、自宅に現金を置  
  くリスクを意識してタンス預金をやめた人も。   

●滞留マネーが動き出す時！ 

 日本経済新聞の読者対象の｢資産運用に関す
るアンケート｣によると、毎月の新規投資額は
10万円台が中心であることがわかりました。

  ＜貯蓄から投資倍増が3割＞ 
 20～40代が積極的に投資をしており、約3
割が「3年前に比べ新規投資額を2倍以上に増
やした」と回答。24年スタートの新NISAを
きっかけに、現預金を取り崩して投資に回す
動きが出ている。 

●24年ヒット番付の東横綱 

●いつから「貯蓄から投資へ」？ 

 24年上期の日経MJヒット番付、東の横綱
は「新NISA｣でした。株価の上昇もあり、若
い人も資産運用や投資へ関心が高まり、動きも
目立つようです。ところが一方では、こんな声
も聞こえます。｢国はかつて年金は100年安心
と言いながら、コロナ禍前には老後は2,000
万円必要と態度を一変。今度は『貯蓄から投資
へ』、国民は自助努力が必要と言う」と。 

＜｢貯蓄から投資へ｣を振り返ると＞ 
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資料：大和証券 

＜四半世紀前からの国のスローガン＞ 

1997/6 橋本内閣 金融の自由化（金融ビッグバ
ン） 株式手数料自由化 

2001/6 小泉内閣 骨太の方針で「貯蓄から投資
へ｣。証券優遇税制スタート 

2019/6 金融庁･金
融審査会ﾟ 

高齢社会における資産形成･管
理 ｢老後資金2,000万円問題｣ 

2022/11 岸田内閣 資産所得倍増計画プラン 
「貯蓄から資産運用立国へ」 

資料：金融庁 

＜家計金融資産の推移＞ 
ターニングポイントは199

 日本では家計金融資産の多くを現預金が占
めおり、金融資産の推移では大きな差が。統
計では米国では2002～22年末で家計金融
資産が3.3倍に。一方、日本は23年9月まで
をみても1.5倍増に留まっています。 

＜家計金融資産の構成各国比較＞2023年9月末 
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新世代の運用･投資事情 

●Z世代が変える投資の常識？ 

●高校生の7割が投資に興味！ 

●給料の20％以上を投資に？ 

 日本の個人投資家の意識が変わり始めたと
いう声が。けん引役は「Z世代」を筆頭とす
る若年層です。デジタル化の加速で投資環境
も様変わりしています。 

 NISA口座で運用した利益(売却益･配当等)
が非課税になる制度で14年にスタート。 

将来の資産形成を支援す
る非課税投資制度で、英国の｢I SA｣（Individual 
Saving Account = 個人貯蓄口座）をモデルに
日本版 I SA（Nippon I SA）という愛称に。 

そもそも｢NISA｣とは 

●高市内閣、岸田路線を継承！ 

 スマートフォンとアプリで誰もが投資始め
られる時代です。TikTokやYouTubeで投資
の基礎を学び、暗号資産やAI関連企業にも果
敢に挑戦するZ世代は投資の新しい潮流に。 

 高市首相の経済政策の司令塔「日本成長戦
略本部」が始動しました。岸田元首相が本部
長に就き、｢貯蓄から投資へ｣を促す『資産運
用立国』路線を5年越しで引き継ぎます。 

●NISA導入から10年で！ 

●若い現役世代にNISA定着！ 

 24年1月にはNISA制度を抜本的に拡充・
恒久化した新NISAが開始。｢個々人のライフ
プランやライフステージに応じて若年期から
高齢期まで、安定的な資産形成に向けて柔軟
に活用できる制度｣と謳っています。 

2014年 2016年 2018年 2024年 

一般NISA ジュニアNISA つみたてNISA 新NISA 

 ＜新NISA元年「投信つみたて」定着へ＞ 
 日本の個人に「長期･分散･積み立て｣の資産形
成が根付いてきた。新NISA元年の24年の買付け
総額は約13兆円で、うち3割は毎月一定額の投資
信託を購入する「つみたて投資枠」を使ったもの
で、若い世代ほど比率が高く、20代では5割に迫
るとか。(2025年2月2日 日本経済新聞) 

 ＜オルカン最高値更新､個人マネー流入＞ 
 新NISAで最も人気な投信「eMAXIS Slim全世
界株式（オール･カントリー)｣(オルカン)｣の基準
価格が1月の最高値（2万8,060円)を更新。株高と
円安進行を追い風に海外株投信への個人マネーの
流入が回復している。(2025年7月15日 日本経済新聞) 

うちから「金融リテラシー｣（金融知識･判断 
能力）を身につけるべきだと言われます。22
年4月から、新指導要領に基づき高校の家庭科
などで金融教育の授業が始まっています。 

 ＜金融リテラシー、世界主要国比較＞ 
 金融広報中央委員会公表の「金融リテラシー調
査2019年」によると、日本人の金融リテラシーは
世界の主要国と比較して低いことがわかる。金融
知識に関する共通問題を英国、ドイツ、フランス
と比較したところ、4ヵ国中最も低かった。 

●高校で金融教育がスタート！ 

 ある調査では、金融教育の授業を受けた高
校生の3割が「影響を受けた｣とし、投資への
関心は高く7割が興味を持っていると回答。
すでに4.7％が投資を始めており、家庭でお
金に関して教えられる機会がある割合は半数
を下回っていますが、ケースによっては親に
強い影響を受けていることがわかりました。 

＜年代別NISA投資額＞ 

●NISAで個人マネー復活の兆し 

 若い世代が資産形成を行うにあたり、若い

 ＜Z世代は真のデジタルネイティブ＞ 
 ｢Ｚ世代（1997年～2012年頃生まれ）｣は生まれた
時からインターネットやモバイルデバイス、ＳＮ
Ｓが身近にあり、スマホを使いこなす世代。 

 日本経済新聞社の調査によると、給料など
の定期収入の何％を資産運用に回すかの質問
に、Ｚ世代は｢10％以上｣が62％、｢20％以
上｣が36％で、｢50％以上｣が7％も。 

 ＜Z世代の投資行動をチェック＞ 

1．投資先行型 ｢資産形成は早く始めるほ 
  ど効果的｣との認識で、Z世代の3割が 
  大学在学中に投資を開始と回答。 
２．投資指南役はSNS 証券マンやFPで 
  なく、SNS上で投資情報を発信する金 
  融系インフルエンサーも活用。 
３．価値観に基づいた投資 海外志向の投資 
  や投資企業の理念などを重視 

 Z世代は「物心ついた頃にはデフレが終わ
り、円安の加速で、インフレで将来の円の
価値が目減りしていくリスクの中、少子高
齢化の進展で将来の年金は当てにできない
という将来への不安」が、彼らの資産運用
や投資行動を後押ししているようです。 
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大改正！今年の年末調整のポイントは？ 

●扶養家族の年収制限の緩和 

◆給与所得控除の最低保証額を10万円増額 

 給与所得控除の最低保証額は、「給与収入162万5､000円以下：55万円」から「給与収入190万円以下：

65万円」へと10万円増額されて、対象者も増えました。 

◆基礎控除は48万円から最大95万円へ増額 

 基礎控除は合計所得2,350万円以下を対象に増額され、一律48万円から、所得に応じ58万円から最大で

95万円に増えました。なお合計所得2,350万円超の基礎控除について改正はありません。 

●今年の年調の注意ポイント 

 いわゆる103万円の壁の撤廃で、扶養の年収制限

が緩和され、所得58万円以下（給与年収なら123万

円以下）の家族が対象となりました。 

・扶養控除（16～18歳の子など）：38万円 

・扶養控除（70歳以上の同居の親）：58万円 

・配偶者控除：38万円（ただし納税者自身が所得 

1,000万円以下の場合に限る。）など 

子のアルバイト収入 
扶養控除／ 

特定親族特別控除 

0万円～ 150万円以下 63万円 

150万円超 155万円以下 61万円 

収入＋5万円増に伴い、 

控除額は▲10万円ずつ減少 
… 

175万円超 180万円以下 11万円 

180万円超 185万円以下   6万円 

185万円超 188万円以下  3万円 

 今回は大改正ですので、昨年の書類を参考される

とかえって混乱する可能性も…。 

 改正箇所をきちんとおさえておきましょう。 

◆基配所から基配特所へと４つの申告書が１枚に！ 

 “特定親族特別控除”が加わったため、 

①基礎控除、②配偶者控除、③特定親族特別控除、④

所得金額調整控除の４項目が１枚の書類にまとめら

れました。 

◆３年間の基礎控除の変動に注意！ 
 給与収入が200.4万円から850万円以下の場合、

令和7年、8年の2年間だけ基礎控除が上乗せされま

すが、令和9年から上乗せがなくなり一律58万円

に！今後３年間は、基礎控除の適用には十分ご注意

ください！ 

◆扶養要件見直しに注意！ 

 扶養対象かどうかは、“所得58万円以下（改正前

48万円）”が判断基準となります。配偶者控除と配

偶者特別控除の境界線も同様です。寡婦、ひとり親、

障害者控除にも影響があるのでご注意を！ 

◆マル扶－令和7年分と令和8年分はココが違う！ 

 令和７年までの“控除対象扶養親族”欄が、令和8

年から“源泉控除対象親族“欄に変わります。 

 扶養対象となる家族（所得58万円以下）だけでな

く、「所得100万円以下の特定親族（19歳～22歳の

子など）」も記載することになります。 

●給与所得控除と基礎控除の増額 

合計所得⾦額 給与収⼊ 
基礎控除額 

令和7年 令和9年 
改正前 

令和8年 以後 
 132万円以下 2,003,999円以下 95万円 95万円 

48万円 
 132万円超 336万円以下 〜4,751,999円以下 88万円 

58万円 
 336万円超 489万円以下 〜6,655,556円以下 68万円 
 489万円超 655万円以下 〜8,500,000円以下 63万円 
 655万円超 2,350万円以下 〜25,450,000円以下 58万円 
2,350万円超 2,400万円以下 

  

48万円 48万円 48万円 
2,400万円超 2,450万円以下 32万円 32万円 32万円 
2,450万円超 2,500万円以下 16万円 16万円 16万円 
2,500万円超 ０円 ０円 ０円 

19歳から22歳の子は親に優しい新制度登場！ 

 “特定親族特別控除“という新しい所得控除制

度も登場し、19歳～22歳の子のｱﾙﾊﾞｲﾄ収入が 

150万円以下（改正前は103万円）なら、親は 

63万円の控除がとれることに。子の年収188万円

までなら低減しながらも一定の控除がとれます。 
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ポ
ロ
 
号
月
面
着
陸
成
功

世
帯
平
均
貯
蓄
高
百
万
円
突
破

電
気
釜
、

洗
濯
機
等
家
庭
電
化
時
代

経
済
白
書
「

も
は
や
戦
後
で
は
な
い
」

な
べ
底
不
況
は
じ
ま
る

兼
業
農
家
４
割
超
「

３
ち
ゃ

ん
農
業
」

東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ

ク
開
催

い
ざ
な
ぎ
景
気
は
じ
ま
る

一
万
円
札
発
行
､
大
卒
初
任
給
１
万
２
千
円

カ
ラ
ー

Ｔ
Ｖ
等
３
Ｃ
が
三
種
の
神
器

皇
太
子
結
婚
。

Ｔ
Ｖ
２
百
万
台
突
破

国
民
所
得
倍
増
計
画
が
決
定

サ
ラ
リ
ー

マ
ン
平
均
月
収
４
万
５
千
円

なべ底
不　況

岩戸景気 いざなぎ景気
第１次

石油不況

札
幌
冬
季
オ
リ
ン
ピ
ッ

ク
開
催

第
一
次
石
油
シ
ョ
ッ

ク
、

紙
不
足
に

消
費
者
物
価
急
騰
「

狂
乱
物
価
」

核
家
族
世
帯
が
 
％
に

沖
縄
返
還
の
調
印
式

大
都
市
住
宅
難
公
団
競
争
率
 
倍

ロ
ッ

キ
ー

ド
事
件
発
覚

カ
ラ
オ
ケ
登
場
、

ブ
ー

ム
は
じ
ま
る

マ
イ
カ
ー

保
有
２
千
万
台
突
破

第
二
次
石
油
シ
ョ
ッ

ク
省
エ
ネ
時
代

食
管
法
改
正
、

米
穀
通
帳
廃
止

自
動
車
生
産
台
数
が
世
界
一
に

第２次
石油不況

パ
ソ
コ
ン
普
及
台
数
百
万
台
突
破

カ
ー

ド
式
公
衆
電
話
が
登
場

連
立
与
党
が
成
立

就
職
氷
河
期
は
じ
ま
る

焼
酎
 
％
の
伸
び
、

酎
ハ
イ
ブ
ー

ム

男
女
雇
用
機
会
均
等
法
が
施
行

Ｎ
Ｙ
株
式
市
場
暴
落
「

魔
の
月
曜
日
」

東
京
の
地
価
 
％
上
昇
「

狂
乱
地
価
」

消
費
税
ス
タ
ー

ト
、

３
％
課
税

国
民
の
中
流
意
識
　
％
に

３
Ｋ
職
、

若
者
に
敬
遠
さ
れ
る

学
校
５
日
制
ス
タ
ー

ト

ｱﾍﾞﾉﾐｸｽ景気

令
和
元
年

 

消
費
税
　
％

 

ラ
グ
ビ
ー

W
杯

新
型
コ
ロ
ナ
感
染
拡
大
・
五
輪
延
期

20

東
京
五
輪
　
コ
ロ
ナ
禍
で
無
観
客
開
催

露
、

ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
・
円
安
進
行

新
型
コ
ロ
ナ
５
類
へ
･
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
開
始

マ
イ
ナ
ス
金
利
解
除
・
新
札
発
行

北
朝
鮮
問
題
・
仮
想
通
貨
高
騰

司
法
取
引
で
逮
捕
、

日
産
会
長
不
正
事
件

38,915.87 

日経平均株価

7,863.29 

51,497.20 

3.5

9

基準割引率及び基準貸付利率

5.5

2.5

6

0.75
短期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

1.375

1.875

8.900 

長期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

1.250 

2.400 

0%
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10

為替

52

11
40

64

69

90

基準貸付金利

短期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

変動長期

ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

長期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

ﾌﾗｯﾄ35（住宅ﾛｰﾝ）

日経平均株価

為替(円／ﾄﾞﾙ)

0.75％

1.875％

2.175％

2.400％

1.900％

51,497円

153.58円

2.375％

３年内

３年超

２０２５年11月４日
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日経平均株価 金利・為替・株価推移表

金利

10

176.05 

277.40 

83.19 

円・ドル為替 153.58 

60
80
100
120
140
160
180
200
220
240
260
280
300
320


